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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第１四半期
累計(会計)期間

第24期
第１四半期
累計(会計)期間

第23期

会計期間

自平成21年
９月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
９月１日
至平成22年
８月31日

売上高（千円） 219,818 279,943 938,588

経常損失（△）（千円） △104,547△46,878△287,383

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△105,496△48,917△405,606

持分法を適用した場合の投資利益（千円） ― ― ―

資本金（千円） 508,250 508,250 508,250

発行済株式総数（株） 18,540 18,540 18,540

純資産額（千円） 517,983 168,955 217,873

総資産額（千円） 3,418,7523,005,3693,049,568

１株当たり純資産額（円） 27,938.729,113.0511,751.54

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △5,699.11△2,638.49△21,885.65

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 15.2 5.6 7.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
25,820 12,039 △91,321

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,241 △3,632 △257,523

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
96,018 △9,553 58,152

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 678,732 269,180 270,526

従業員数（人） 94 95 97

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等が含まれていません。

３．第23期第１四半期累計（会計）期間、第23期及び第24期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失

であるため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 95 (15)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半

期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 （１）生産実績

 当第１四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

前年同四半期比（％）

精密切削加工事業（千円） 275,127 130.9

装置組立事業（千円）　 1,531 －

合計（千円） 276,659 131.7

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 （２）受注状況

 当第１四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

精密切削加工事業　 307,176 139.2 166,763 185.3

装置組立事業 △56,812 － 83,620 58.2

合計 250,364 88.4 250,383 107.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３. 装置組立事業の受注状況には、キャンセル分の△58,828千円が含まれております。
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 （３）販売実績

 当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

前年同四半期比（％）

精密切削加工事業（千円） 278,411 126.7

装置組立事業（千円）　 1,531 －

合計（千円） 279,943 127.4

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　

　　　　２.　前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであり

ます。

なお、（　）内は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。

輸出先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

アメリカ 11,279 100.0 30,179 100.0

合計
11,279

（5.1％）
100.0

30,179

（10.8％）
100.0

　　　　３．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ワイエイシイ株式会社　      29,101  13.2      57,922　  20.7

日本発条株式会社 28,060　 12.8　 45,758　 16.3　

AKT America,Inc.
       11,279

　
5.1

       30,179

　
10.8

エーケーティー株式会社　 32,189　 14.6　 － －

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当社は、平成20年８月期において39百万円、平成21年８月期において546百万円、平成22年８月期において227百万円

と３期連続して営業損失を計上しております。また、当第１四半期累計期間においても営業損失37百万円及び四半期

純損失48百万円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。

　しかしながら、当社は景気悪化期を乗り切り収益確保を可能にする事業体制とコスト構造を実現するため、「経営改

善計画」を実施中であります。また、資金面に関しては、取引金融機関と協調して経営改善計画を進め、良好な関係を

維持しております。経営改善計画の状況は「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（５）継続

企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等」をご参照ください。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものです。　

  

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(１）業績の状況

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、輸出と生産は減少傾向にあり、設備投資は持ち直しているものの、

企業の業況判断は慎重さがみられ、景気は足踏み状態にありました。また、個人消費は持ち直しているものの一部に

弱い動きもみられ、雇用情勢においては、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にありました。

ＦＰＤパネル業界では、タブレット型パソコンやスマートフォン等の需要が増加し、中小型液晶パネルの設備投

資が上昇基調にありました。第８世代ガラス基板以降の大型液晶パネルに対しては、中国などにおいて設備投資が

進みながらも許認可の遅れも影響し低調な推移となっております。また、国内メーカーにおいては中国市場と韓国

及び台湾メーカーの動向を様子見する慎重な姿勢に終始しました。半導体業界では、昨年前半の在庫積み増しの反

動もあり、当四半期の半導体製造装置重要は一時的な調整となりました。太陽電池業界では、家庭用の結晶系太陽電

池が好調であるほか、化合物系太陽電池の新工場計画が動き始めるなど新しい動きもありました。当社の得意とす

る薄膜系太陽電池製造装置は、高効率化の研究は進みながらも、再拡大にはもうしばらくかかる見込みです。

このような経済環境の中、当社におきましては、精密切削加工事業のＦＰＤ分野では、従来得意としていた大型部

品だけではなく小型精密部品の受注と生産が好調だったことや、スマートフォン等の需要拡大に関連した第５世代

ガラス基板製造装置向けの部品の受注と生産が拡大した事により当初想定よりも順調に推移しました。半導体分野

では、前期の在庫積み増しの反動による市場停滞の要因で当社主要顧客も一時的に生産調整が続きました。市場の

調整は平成23年初頭まで続く見通しながらも、当社においては半導体分野で新たな主要顧客を獲得し受注拡大し始

めるなど市場低迷を補う活動を行いました。太陽電池分野では、低調ながらも次世代に向けた薄膜系太陽電池向け

試作品の受注が継続するほか、結晶系太陽電池部品の受注を行いました。装置組立事業においては、為替の状況も影

響し海外案件の受注を停止し、国内案件の受注拡大を行っている状況で、受注は低迷いたしました。

利益面につきましては、経営改善計画の実施で固定費削減に取組みましたが営業損失を計上する状況が続きまし

た。

この結果、当第１四半期会計期間の業績は、売上高が279百万円(前年同四半期比127.4％)、営業損失は37百万円

(前年同四半期の営業損失は60百万円)、経常損失は46百万円(前年同四半期の経常損失は104百万円)、四半期純損失

は48百万円(前年同四半期純損失は105百万円)となりました。

なお、内部売上相殺前の各セグメントの業績は、精密切削加工事業において売上高が278百万円、営業損失は19百

万円となり、装置組立事業において売上高が１百万円、営業損失は18百万円となりました。

　　

(２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べ１百万円

減少し、269百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、12百万円の収入（前年同四半期比46.6％）となりました。これは主に、増加

要因として、減価償却費64百万円、未払消費税等の増加額５百万円、仕入債務の増加額５百万円、減少要因として、税引

前四半期純損失47百万円、売上債権の増加額29百万円、受注損失引当金の減少額３百万円、利息の支払額８百万円及び

法人税等の支払額３百万円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、３百万円の支出（前年同四半期比162.1％）となりました。これは、有形固
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定資産の取得による支出２百万円、差入保証金の差入による支出１百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、９百万円の支出（前年同四半期は96百万円の収入）となりました。これは

主に、運転資金として調達した短期借入による収入100百万円、長期借入金の返済による支出108百万円によるもので

あります。

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(４）研究開発活動

当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(５）継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等

当社は、平成20年８月期において39百万円、平成21年８月期において546百万円、平成22年８月期において227百万

円と３期連続して営業損失を計上しております。また、当第１四半期累計期間においても営業損失37百万円及び四半

期純損失48百万円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の経営改善計画を実施中であります。

    ① 人件費等経費の削減による固定費の圧縮

前事業年度から継続しておりました従業員の給与削減措置や役員報酬の減額などで、一定の効果は得られており

ましたが、更なる固定費用の圧縮につきまして、主に販売管理費用のうち、内製化可能な外部委託案件や費用交渉可能

案件など削減可能な費用についてコストダウンを実施いたします。

なお、役員報酬の減額措置は、前事業年度より引き続き実施しており、平成23年８月期においてはもう一段の削減

措置を計画しております。

    ② 営業の強化

営業担当取締役を関東事業所に常駐させ、営業情報を一元管理させることにより、事業所単位にとらわれない全社

営業を実施し、一定の効果が得られました。

さらに平成22年８月期までの予算未達の原因に関して分析を実施し、当社の弱みとして認識されました営業管理

につきまして、強化を図っております。

具体的には、行動計画及び目標管理のルールについて見直しを図り、予算未達の早期把握とそれに対する対策案の

早期打ち出しを実施していきます。

    ③ 生産管理の強化

平成22年４月の組織改編で、営業部門と生産管理部門を再編したことで、社内能力に合わせた受注を行いやすい体

制とし、生産性を上げることで受注能力を強化しております。

今後更なる管理強化を前提に、人材・設備計画の洗い直し、生産管理部門による個人別・機械別の行動計画及び目

標管理ルールの見直しを図り、目標生産達成額において障害が生じた場合の早期把握と解決策の早期打ち出しを実施

していきます。

　上記３点につきましては、それぞれを重要施策プロジェクトとして位置付け、プロジェクトマネージャーに担当取締

役を選任し、全社一丸となり遂行してまいります。

　また、資金面に関しては、取引金融機関と協調して経営改善計画を進め、良好な関係を維持しております。

　以上の経営改善計画を遂行することにより収益力の強化と財務体質改善を図ってまいります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　

（２）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,840

計 73,840

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,540 18,540
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 18,540 18,540 － －

 (注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年１月１日から、この四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年10月25日定時株主総会決議

ａ）第１回新株予約権（平成16年10月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個）  420

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  840

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 50,000

資本組入額 　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成16年10月25日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、

１株未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り

上げる。

承継後払込価額 ＝承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているとき

は、株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 
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ｂ）第２回新株予約権（平成17年６月15日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個） 98

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 196

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

     発行価額     50,000

     資本組入額   25,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成17年６月15日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、

１株未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り

上げる。

承継後払込価額 ＝承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているとき

は、株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 
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ｃ）第３回新株予約権（平成17年10月13日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個） 15

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  30

新株予約権の行使時の払込金額（円） 180,000

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

    発行価格　 　180,000

    資本組入額　  90,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成17年10月13日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、１

株未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り上

げる。

承継後払込価額 ＝承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているときは、

株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 
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②　平成17年11月19日定時株主総会決議

ａ）第４回新株予約権（平成18年１月18日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80

新株予約権の行使時の払込金額（円） 210,500

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 210,500

資本組入額　 105,250

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年１月18日開催の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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ｂ）第５回新株予約権（平成18年４月10日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個） 26

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 52

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　215,500

資本組入額　 107,750

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月10日開催の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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ｃ）第６回新株予約権（平成18年４月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個）  3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　215,500

資本組入額　 107,750

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①　権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③　新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④　その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月25日開催の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年９月１日～

平成22年11月30日 
－ 18,540 － 508,250 － 115,230

　

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,540 18,540 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 18,540 － －

総株主の議決権 － 18,540 －

　

②【自己株式等】

 平成22年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
９月

10月 11月

最高（円） 34,30030,40033,400

最低（円） 28,00022,51022,500

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年９月１日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年９月１日から平成22年11月30日）及び当第１四半期累計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）

は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21

年11月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年９月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受

けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 269,180 270,526

受取手形及び売掛金 363,281 333,799

商品及び製品 ※4
 3,192

※4
 4,500

仕掛品 ※4
 93,467

※4
 97,898

原材料及び貯蔵品 ※4
 42,588

※4
 39,704

その他 39,355 49,804

貸倒引当金 △2,731 △2,357

流動資産合計 808,335 793,877

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 663,123

※2
 673,280

構築物（純額） ※2
 24,414

※2
 25,932

機械及び装置（純額） ※2
 699,292

※2
 743,962

車両運搬具（純額） 5,212 5,913

工具、器具及び備品（純額） 6,083 6,619

土地 ※2
 508,091

※2
 508,091

リース資産（純額） 17,066 18,458

建設仮勘定 261,693 261,693

有形固定資産合計 ※1
 2,184,980

※1
 2,243,952

無形固定資産 8,057 9,227

投資その他の資産 ※3
 3,995

※3
 2,511

固定資産合計 2,197,034 2,255,691

資産合計 3,005,369 3,049,568

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 47,162 41,894

短期借入金 400,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 419,666

※2
 424,466

未払法人税等 1,650 4,030

受注損失引当金 ※4
 5,000

※4
 8,000

その他 71,169 58,217

流動負債合計 944,648 836,608

固定負債

長期借入金 ※2
 1,877,541

※2
 1,980,946

資産除去債務 1,559 －

その他 12,664 14,141

固定負債合計 1,891,765 1,995,087

負債合計 2,836,413 2,831,695
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 508,250 508,250

資本剰余金 115,230 115,230

利益剰余金 △454,524 △405,606

株主資本合計 168,955 217,873

純資産合計 168,955 217,873

負債純資産合計 3,005,369 3,049,568
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 219,818 279,943

売上原価 220,298 267,396

売上総利益又は売上総損失（△） △480 12,546

販売費及び一般管理費 ※
 60,381

※
 50,495

営業損失（△） △60,861 △37,948

営業外収益

受取利息 101 12

助成金収入 4,881 740

保険差益 － 343

その他 361 619

営業外収益合計 5,344 1,715

営業外費用

支払利息 8,296 9,672

為替差損 13,788 706

休止固定資産減価償却費 21,790 －

その他 5,155 265

営業外費用合計 49,030 10,645

経常損失（△） △104,547 △46,878

特別利益

貸倒引当金戻入額 111 －

特別利益合計 111 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 978

特別損失合計 － 978

税引前四半期純損失（△） △104,435 △47,856

法人税、住民税及び事業税 1,060 1,060

法人税等合計 1,060 1,060

四半期純損失（△） △105,496 △48,917
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △104,435 △47,856

減価償却費 83,962 64,797

貸倒引当金の増減額（△は減少） △111 428

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,000 △3,000

受取利息及び受取配当金 △101 △12

支払利息 8,296 9,672

株式交付費 90 －

為替差損益（△は益） 16,589 198

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 978

売上債権の増減額（△は増加） 160,364 △29,482

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,178 2,856

仕入債務の増減額（△は減少） △150,381 5,268

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,024 5,855

未収消費税等の増減額（△は増加） 17,519 1,254

その他 11,323 12,448

小計 36,962 23,407

利息及び配当金の受取額 102 12

利息の支払額 △9,139 △8,251

法人税等の支払額 △2,104 △3,129

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,820 12,039

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,250 △2,036

従業員に対する貸付金の回収による収入 － 304

長期貸付金の回収による収入 8 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 － △400

差入保証金の差入による支出 － △1,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,241 △3,632

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000 100,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 －

長期借入金の返済による支出 △104,105 △108,205

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,285 △1,348

株式の発行による収入 1,409 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 96,018 △9,553

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,589 △198

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 103,008 △1,345

現金及び現金同等物の期首残高 575,724 270,526

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 678,732

※
 269,180
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当社は、平成20年８月期において39,864千円、平成21年８月期において546,526千円、平成22年８月期において227,382

千円と３期連続して営業損失を計上しております。また、当第１四半期累計期間においても営業損失37,948千円及び四

半期純損失48,917千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。

　当社は、当該状況を解消すべく、以下の経営改善計画を実施中であります。

    ① 人件費等経費の削減による固定費の圧縮

前事業年度から継続しておりました従業員の給与削減措置や役員報酬の減額などで、一定の効果は得られており

ましたが、更なる固定費用の圧縮につきまして、主に販売管理費用のうち、内製化可能な外部委託案件や費用交渉可能

案件など削減可能な費用についてコストダウンを実施いたします。

なお、役員報酬の減額措置は、前事業年度より引き続き実施しており、平成23年８月期においてはもう一段の削減

措置を計画しております。

    ② 営業の強化

営業担当取締役を関東事業所に常駐させ、営業情報を一元管理させることにより、事業所単位にとらわれない全社

営業を実施し、一定の効果が得られました。

さらに平成22年８月期までの予算未達の原因に関して分析を実施し、当社の弱みとして認識されました営業管理

につきまして、強化を図っております。

具体的には、行動計画及び目標管理のルールについて見直しを図り、予算未達の早期把握とそれに対する対策案の

早期打ち出しを実施していきます。

    ③ 生産管理の強化

平成22年４月の組織改編で、営業部門と生産管理部門を再編したことで、社内能力に合わせた受注を行いやすい体

制とし、生産性を上げることで受注能力を強化しております。

今後更なる管理強化を前提に、人材・設備計画の洗い直し、生産管理部門による個人別・機械別の行動計画及び目

標管理ルールの見直しを図り、目標生産達成額において障害が生じた場合の早期把握と解決策の早期打ち出しを実施

していきます。

　上記３点につきましては、それぞれを重要施策プロジェクトとして位置付け、プロジェクトマネージャーに担当取締役

を選任し、全社一丸となり遂行してまいります。

　また、資金面に関しては、取引金融機関と協調して経営改善計画を進め、良好な関係を維持しております。

　以上の経営改善計画を遂行することにより収益力の強化と財務体質改善を図ってまいります。

　しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、業績の回復は今後の経済状況や当社を取り巻く受注環境に大きく左

右されること、また、金融機関の協力も計画の進捗状況に影響を受ける可能性があることから、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ20千円増加し、税引前四半期純損

失は999千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は1,556千円であります。

　

　

　

【表示方法の変更】

　 該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した貸倒実績率を使用して一般債権の

貸倒見積額を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については事業年度に係わる減価償却費の額を

期間按分して算定しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）　

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年11月30日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、1,606,643千円で

あります。 　

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、1,544,501千円で

あります。 　

※２．担保資産及び担保付債務　

担保に供している資産は次のとおりであります。　

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

担保資産   

建物 663,123千円 (591,623千円)

構築物 24,414千円 (24,012千円)

機械及び装置 598,248千円 (598,248千円)

土地 508,091千円 (372,264千円)

合計 1,793,879千円 (1,586,149千円)

担保付債務   

１年内返済予定の

長期借入金
157,942千円 (109,056千円)

長期借入金 1,474,880千円 (1,028,390千円)

合計 1,632,822千円 (1,137,446千円)

上記のうち（　）内書は工場抵当並びに当該債務を

示しております。 　

担保資産   

建物 673,280千円 (601,253千円)

構築物 25,932千円 (25,508千円)

機械及び装置 639,666千円 (639,666千円)

土地 508,091千円 (372,264千円)

合計 1,846,971千円(1,638,693千円)

担保付債務   

１年内返済予定

の長期借入金
162,742千円 (109,056千円)

長期借入金 1,512,854千円(1,055,654千円)

合計 1,675,596千円(1,164,710千円)

上記のうち（　）内書は工場抵当並びに当該債務を

示しております。 

    

※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 1,047千円

※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 993千円

※４．損失が見込まれる受注契約に係るたな卸資産は、こ

れに対応する受注損失引当金42,789千円（うち、商品

及び製品に係る受注損失引当金307千円、仕掛品に係る

受注損失引当金42,447千円、原材料及び貯蔵品に係る

受注損失引当金34千円）を相殺表示しております。

※４．損失が見込まれる受注契約に係るたな卸資産は、こ

れに対応する受注損失引当金47,793千円（うち、商品

及び製品に係る受注損失引当金429千円、仕掛品に係る

受注損失引当金38,949千円、原材料及び貯蔵品に係る

受注損失引当金114千円）を相殺表示しております。　　
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 10,069千円

給料手当 16,325 

福利厚生費　 3,468 

旅費交通費 6,818 

減価償却費 1,237 

支払手数料 13,636 

租税公課 706 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 9,642千円

給料手当 11,870 

福利厚生費　 3,030 

旅費交通費 5,290 

減価償却費 990 

支払手数料 14,014 

租税公課 712 

貸倒引当金繰入額　 370　

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年11月30日現在）

現金及び預金 678,732千円

現金及び現金同等物 678,732千円

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年11月30日現在）

現金及び預金 269,180千円

現金及び現金同等物 269,180千円

　

　

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年

11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　18,540株

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

        該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主として事業の業態を基礎としたセグメントから構成されており、「精密切削加工事業」及び「装

置組立事業」を報告セグメントとしております。

　「精密切削加工事業」は、ＦＰＤ製造装置、半導体製造装置、太陽電池等の製造装置に使用される真空チャ

ンバーや電極などの重要部品の製造を行っております。　

　「装置組立事業」は、ＦＰＤ及び太陽電池等の製造装置の組み立てを行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第１四半期累計期間（自平成22年９月１日　至平成22年11月30日）　　　　　　　　　（単位：千円）

　 　 報告セグメント 　 　調整額 四半期

　 　精密切削加事業 　装置組立事業 　計 （注１）　

損益計算書

計上額　　

（注２）　

  売上高　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高　 　  278,411      1,531     279,943 　   －　  279,943

　セグメント間の内部売上

　高又は振替高　
　 　　 86   　    －  　　　　86　　　　 　　△86　 　　  －　　

　計 　　278,497　　  1,531 　　280,029　　△86  279,943

　セグメント損失(△)    △19,230　 △18,718 　△37,948　　  　   － 　△37,948

（注）１.調整額はセグメント間取引消去であります。　

　　　２.セグメント損失は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。　　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　　

（追加情報）

　　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平　　　

　　

　成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

　

　第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年11月30日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 9,113.05円 １株当たり純資産額 11,751.54円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5,699.11円 １株当たり四半期純損失金額 2,638.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

四半期純損失（千円） 105,496 48,917

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 105,496 48,917

期中平均株式数（株） 18,511 18,540

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

― ―

　

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 平成22年１月13日

株式会社マルマエ  

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 杉田　純　　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マルマエの

平成21年９月１日から平成22年８月３１日までの第23期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年

11月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マルマエの平成21年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 平成23年１月13日

株式会社マルマエ  

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 吉川　秀嗣　　　印

 
社員

業務執行社員
 公認会計士 堤　剣吾　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マルマエの

平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マルマエの平成22年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において３期連続して営業損失を計上

し、当第１四半期累計期間においても営業損失37,948千円及び四半期純損失48,917千円を計上しており、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されて

いる。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表

に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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